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２０１９年度 国立大学法人東京芸術大学 年度計画 

 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置   

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：１（１－１）学士課程においては、引き続き専門教育及び教養教育の質の確保・充実を図

るとともに、外国語教育の充実を段階的に推進することとし、さらに、教育内容の国際通用性を高め

るため、平成２９年度を目途に科目ナンバリングやシラバスの英語化等の取組を完了させるなど、グ

ローバル人材育成に向けた取組を総合的に推進する。】 

［年度計画］ 

 ・ 学士課程における質の確保及びグローバル人材育成に向けて、引き続き専門教育及び教養教育の

質の確保・充実を図るとともに、外国語教育の充実を推進する。また、シラバスについて、前年度に

実施した課題の検証及び対応策の検討を踏まえ、内容の改善を図る。【１】 

 

【中期計画：２（１－２）音楽学部においては、平成２８年度より導入する飛び入学をはじめとする早

期教育制度を適切に運用しつつ、発展的に展開するとともに、毎年度、自己点検・評価を実施し、結

果の公表や制度の検証・改善を行う。】 

［年度計画］ 

 ・ 引き続き、傑出した人材を獲得するため、２０２０年度入学の「飛び入学」試験を適正に実施す

るとともに、スペシャルソリストプログラム(SSP：Special Soloist Program)の指導体制とカリキュ

ラムについて自己点検・評価を実施し、更なる精査を進める。【２】 

 

【中期計画：３（１－３）大学院課程では、「海外一線級アーティストユニット」の参加による国際共

同プログラムの実施等、世界最高水準の人材育成プログラムを行うとともに、平成２９年度までに、

国際交流協定締結校との国際共同カリキュラム（ジョイントディグリー）を整備・実施し、その教育

的効果の検証を行う。また高度な博士人材育成のための芸術実践領域（実技系）博士プログラムを発

展させ、平成２９年度より、修士課程・博士課程の５年間を通じた高度人材育成プログラムを構築す

ることにより、芸術分野において先導的役割を担う卓越した芸術家・研究者育成を推進する。】（戦略

性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ 引き続き、「海外一線級アーティストユニット」や国際交流協定締結校等との国際共同プログラ

ムを充実させることで、国際共同カリキュラムを整備・実施し、展覧会・演奏会等においてその教育

成果の公開や検証を行う。また、芸術分野において先導的役割を担う卓越した芸術家・研究者育成を

推進するため、修士課程・博士課程における教育プログラムの更なる充実を図る。【３】 

 

【中期計画：４（１－４）地域社会や産業界、海外関係機関等との連携協力により、実践的な教育研究

の場を構築し、社会実践プログラムとして発展させ、学部・大学院全ての学生を対象とした課題解決

型・社会実践型の芸術教育を行う。】 

［年度計画］ 

 ・ 引き続き、地方公共団体や企業等と連携した「社会実践プログラム」を積極的に展開し、その成

果を発信するとともに、海外を含めた美術館、演奏ホール、アートマネジメント企画等に実践的な教

育研究の一環として学生を派遣する。【４】 
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（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：５（１－１）本学の伝統であり、芸術教育に欠かせない、少人数教育・個人指導を着実に

実施するための教員配置等指導体制を整備するとともに、ロンドン芸術大学等海外一流大学等から卓

越した芸術家・指導者を継続的に招聘・配置することにより、指導体制の強化・充実を図る。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、ロンドン芸術大学等海外一流大学から卓越した芸術家・実務家・研究者を３０名規模

で招聘すること等により、少人数教育・個人指導を着実に実施するための教員体制を整備する。【５】 

 

【中期計画：６（１－２）大学における教育システムの一環として、国内及び海外における展覧会・演

奏会等、学外において多様な制作・発表等活動の場を確保し、教育研究活動の成果を積極的に発信す

る。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、国内及び海外における展覧会や演奏会等、学外における学生の制作・発表の場や機会

を確保し、教育研究活動の成果を積極的に発信する。【６】 

 

【中期計画：７（１－３）グローバル人材育成を推進するため、平成２８年度に独立研究科をはじめと

する新たな大学院組織を整備するとともに、教育組織・指導体制見直し等の学内資源の再配分・最適

化を継続的に行い、社会的要請に即応した教育推進体制を構築する。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に設置した大学院国際芸術創造研究科アートプロデュース専攻博士後期課程につい

て、設置計画を着実に履行するとともに、大学院映像研究科におけるゲームコースの開講等、更なる

教育組織整備に向けた学内資源の再配分・最適化について検討を行う。【７】 

 

【中期計画：８（２－１）学生による授業評価アンケート等を定期的に実施し、評価結果を教育内容の

改善・充実に繋げるとともに、公開型講評会や公開レッスン等をＦＤ研修として、相互評価・第三者

評価に活用することにより、教育力向上に繋げる。】 

［年度計画］ 

 ・ 教育の質向上や教育内容の改善・充実につなげるため、学生による授業評価アンケートを学期毎

に定期的に実施し、内容の検証を踏まえつつ改善に向けた取組みを行い、その中で特に有効な事例に

ついては全学的に情報共有を図るとともに、学外専門家の招聘等を含めた公開型講評会や公開レッス

ン等によるＦＤ研修を実施する。【８】 
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（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：９（１－１）平成３０年度までに附属図書館改修に伴う機能強化により、学生の自主的・

自律的な学習支援を充実させるとともに、専門性や国籍を超えた多様な学生間交流を実現する。また、

女子学生や障がいを抱えた学生に配慮したダイバーシティなキャンパス環境整備や支援体制強化を図

る。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に再整備を完了した附属図書館において、学生の自主的・自律的な学習支援に資す

るスペース（ラーニングコモンズ）の有効活用を図る。また、国籍を超えた多様な学生間交流を促進

するため、国際交流拠点の整備を着実に進めつつ、多様な学生に配慮したダイバーシティなキャンパ

ス環境整備についても引き続き計画的に実施する。【９】 

 

【中期計画：10（１－２）海外渡航における経済的負担の軽減を目的としたプロジェクト基金を設立し、

学生の留学・海外活動等を積極的に支援する。また、傑出した才能を有する学生を支援するため、平

成２８年度から、新たに成績優秀学生への学生納付金免除制度を整備するとともに、平成２９年度か

ら、在学中、特に優れた業績を上げた学生に対する特別奨学金制度を創設する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、学生の海外留学・派遣事業等を支援する奨学金事業のほか、成績優秀学生への学生納

付金免除制度を実施するとともに、成績優秀者を対象とした特別奨学金制度を実施する。また、経済

的な理由により授業料の納付が困難な者を対象とした修学支援奨学金を新たに創設する。【10】 
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（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：11（１－１）本学の伝統である、受験者一人一人の基礎能力・判断能力・応用能力を判定

する多角的・総合的な審査を継続する。またグローバルスタンダードを踏まえた明確なアドミッショ

ンポリシーを平成３０年度までに作成するとともに、ブランディング戦略の一環として、入試に係る

広報・情報発信を積極的に行う。】 

［年度計画］ 

・ 受験者一人一人の基礎能力・判断能力・応用能力を判定する多角的・総合的な審査を継続する。

また、入試広報強化のため、志願者や新入生等を対象とした、志望理由等に係る調査分析を行うとと

もに、入試特設ＷＥＢサイトによる情報発信のほか、全国各地において入試説明会や実技講習会を実

施する。【11】 

 

【中期計画：12（１－２）音楽学部において、稀有な才能を有する者を対象として、入学後の特別カリ

キュラムを連動させた独自の飛び入学制度を平成２８年度から実施する。また、毎年国内５か所以上

の市町村において、高校生以下を対象とする個人レッスンを中心とした早期教育プログラムを継続的

に実施する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、卓越した才能を戦略的に育成するスペシャルソリストプログラム(SSP： Special Soloist 

Program)のための「飛び入学試験」を実施する。また、早期教育プロジェクト(EEP: Early Education 

Project)については、全国５ヶ所以上の市町村での開催を計画し、昨年度までの取組を踏まえた検証・

改善をしつつ、継続的に国内各地における逸材の発掘、育成に努める。【12】 

 

【中期計画：13（１－３）インターネットを活用したＷＥＢ出願システムを平成２９年度までに導入す

る。また、音楽学部の早期教育受講者に係る基本情報をはじめ、卒業生までを含め一元的に管理する

総合的なデータベースを構築する。】 

［年度計画］ 

・ 平成２９年度入試において導入したＷＥＢ出願システムを引き続き着実に運用する。また、在学

生・卒業生等の情報を一元的に管理する総合的なデータベースについて、ＷＥＢ出願システムと教務

事務システムの相互連携を図る等、本稼動に向けた環境を整備する。【13】 

 

【中期計画：14（１－４）国内のみならず広く海外も対象として、多様な個性・特色・能力を有する学

生を確保するため、平成２８年度以降、飛び入学制度の導入や国際バカロレア資格活用等をはじめと

する新たな入試制度を段階的に導入する。】 

［年度計画］ 

・ 高等学校２年次からの飛び入学制度や、国際バカロレア資格を含む外国学校出身者特別選抜を学

部入試において引き続き実施するとともに、その教育的効果を検証・評価する。【14】 
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２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：15（１－１）文部科学省ＣＯＩ拠点事業「「感動」を創造する芸術と科学技術による共感

覚イノベーション」において、芸術と科学技術の融合を基盤として、伝統文化の伝承・世界発信や教

育・コミュニケーションに関する研究等を総合的に推進し、平成３３年度までには文化教育コンテン

ツや文化外交アイテムの開発・社会実装を実現する。】 

［年度計画］ 

 ・ ＣＯＩ研究推進機構を学長直下のアートイノベーション推進機構に位置付けることでガバナンス

を強化し、産官学連携によって、日本の芸術文化の社会基盤に資するイノベーションならびに日本の

文化外交に資するイノベーションを目指し、「文化を育む」イノベーション、「心を育む」イノベーシ

ョン、「絆を育む」イノベーションの三本柱を軸に研究開発を推進する。また、これまでの研究開発

過程で制作した数多くのコンテンツをもとに、将来的に社会インフラに芸術が組み込まれ、文化教育

プログラムの作成をはじめ、誰もが芸術の恩恵を受けられるようなアーツエコシステムの構築を目指

し、実験と検証を重ねる。【15】 

 

【中期計画：16（１－２）大学における研究推進システムの一環として、伝統文化や新たな芸術表現創

造に関する研究成果を、大学美術館や奏楽堂等学内施設はもとより、学外施設等も有効に活用した展

覧会や演奏会等を通して広く社会に発信する。】 

［年度計画］ 

・ 伝統文化や新たな芸術表現創造に関する研究成果について、大学美術館や奏楽堂等学内施設はも

とより、学外の施設等も有効に活用し、積極的に発信する。【16】 

 

【中期計画：17（１－３）芸術研究院として再編された分野融合・横断型の研究体制を活かし、芸術諸

分野の研究者同士が分野の枠を超えて連携・共同することにより、複合的領域研究を推進する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、芸術研究院の体制を活かすことにより、学部・研究科の枠を超えての連携を促進し、

複合的な領域の研究を推進する。【17】 

 

【中期計画：18（１－４）国内及び海外関係機関との研究開発・イノベーション創出等に係るネットワ

ーク基盤を構築するとともに、若手研究者を中心とした人材の相互交流・国際循環等を推進し、他機

関・他分野の研究者と連携・共同することにより、学際的領域に関する共同研究等を推進する。】 

［年度計画］ 

・ 国内及び海外関係機関とのネットワークを拡大・強化するとともに、国内関係機関や国際交流協

定を締結している海外大学等との人材交流を図り、学際的な共同研究を促進する。【18】 
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（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：19（１－１）産業界や国際交流協定締結校、海外一線級アーティストユニット等との共同

研究や共同プロジェクトを通して、積極的な教員・研究者の交流を行うとともに、アジアにおける芸

術研究拠点（ハブ）として、韓国・中国・台湾をはじめ、ＡＳＥＡＮ諸国等との連携基盤を強化する

とともに、欧米からの研究者等の受入体制を整備する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、アジア諸国等との連携基盤強化を図るとともに、平成３０年度に大学の世界展開力強

化事業として新規採択された日米交流事業を着実に推進し、産業界や国際交流協定校との連携や、海

外一線級アーティスト・研究者の招聘により、共同研究や共同プロジェクト等を実施する。【19】 

 

【中期計画：20（１－２）ダイバーシティな研究環境を実現するため、コーディネーター・カウンセラ

ー・キャリアアドバイザー・リサーチアドミニストレ－ターを新たに配置するとともに、研究支援に

係る事務体制の強化等、多様な研究活動を支援する体制を整備する。また芸術における革新的な研究

活動等を組織的に推進するため、間接経費を活用したインセンティブ付与等の支援システムを構築す

る。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に新設したアートイノベーション推進機構における体制の下、ダイバーシティの推

進と研究者支援体制の強化・充実との一体的な実施を図る。また、間接経費等を活用したインセンテ

ィブ付与等の研究支援システムについては、引き続き検証・改善を行うとともに、新たな研究支援策

について検討する。【20】 

 

【中期計画:21（１－３）新たに設置された芸術研究院において、既存の学部・研究科の枠を超えた分

野融合・横断型の研究体制による有機的連携を図るとともに、新領域研究やイノベーション創出を構

築するため、国内外関係機関等から多様な人材を配置するなど、研究実施体制の整備を行う。】 

［年度計画］ 

・ 芸術研究院による学部・研究科を越えた分野融合・横断型の連携を図るとともに、国内外の関係

機関等との交流を促進し、多様な人材の適切な配置を行う。【21】 
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３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：22（１－１）地域の自治体や国内外の関連機関・企業等との連携基盤を一層強化し、日本

各地における早期教育プロジェクトやアートプロジェクト等の諸活動を自治体等との共同により継続

的に実施する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、自治体や関連機関・企業等と連携し、日本各地におけるアートプロジェクトや早期教

育プロジェクト等を計画・実施する。【22】 

 

【中期計画：23（１－２）大学美術館、奏楽堂や学内ギャラリー、音楽ホール等の施設を活用すること

により、本学が有する所蔵品等芸術資源の展示・公開をはじめ、教育研究成果発表としての展覧会、

演奏会等を積極的に開催する。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に整備を完了したＩＲＣＡ（国際藝術リソースセンター）も含め、大学美術館や奏

楽堂等の学内施設を有効活用し、所蔵品の展示や企画展を実施するとともに、教育研究成果の発表と

しての展覧会や演奏会等を積極的に開催する。【23】 

 

【中期計画：24（１－３）２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催に伴う「文化プログラム」

実行に向け、国や東京都をはじめ、政財界や産業界、地域自治体、文化施設、芸術系大学、さらには

海外も含めた関係機関等とも緊密に連携・協力することにより、国際水準での戦略的文化芸術事業を

先導的に展開する。】 

［年度計画］ 

・ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における「文化プログラム」の実行に向

け、文化庁や全国芸術系大学コンソーシアム等の関係機関・団体と連携・協力し、先導的な芸術活動

を計画的に展開する。【24】 

 

【中期計画：25（２－１）キャリアアッププログラム実施はもとより、生涯学習やリカレント教育の観

点から、履修証明制度を活用したプログラムや公開講座をはじめ、本学独自の多様な教育支援プログ

ラムやコンテンツを構築・提供することにより、受講者ニーズに対応する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、履修証明制度を活用した教育プログラムや、音楽分野における本学独自の早期教育プ

ログラムである「東京藝大ジュニア・アカデミー」を実施する。また、公開講座や科目等履修生制度

の充実を図るとともに、企業人等を対象とした芸術教育プログラム等の新規開発の検討に着手する。

【25】 
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４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：26（１－１）国際交流協定校等との共同プロジェクトについて、本学のカリキュラムへの

反映を拡充し、平成３３年度までに、３０科目以上の国際共同授業を整備するとともに、ジョイント

ディグリーを含めた国際共同カリキュラム・コースワークを８コース以上整備する等、国際舞台で活

躍し、世界の芸術文化を牽引できる人材を育成するための教育プログラムを開発する。】（戦略性が高

く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ グローバル化への対応として教育課程や推進体制等の見直しを引き続き行い、国際交流協定校等

との国際共同プロジェクトを積極的に展開するとともに、それらをカリキュラムとして反映し、２０

科目以上の国際共同授業、６コース以上の国際共同カリキュラム・コースワークを整備する。【26】 

 

【中期計画：27（１－２）海外の芸術系大学等との国際交流協定について、交流活動の内容や有効性を

はじめとする連携の質を精査しつつ、平成３３年度までに、協定締結数を８０大学規模に拡充すると

ともに、大学以外における海外の芸術団体・楽団・ギャラリー等の連携機関数を１１０機関規模に拡

充する。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ 国際共同プロジェクトを積極的に実施すること等により海外大学等との連携を強化し、国際交流

協定について協定締結数を７４大学・機関に拡充するとともに、大学以外における海外の芸術団体・

楽団・ギャラリー等との連携数を１００団体・機関に拡充する。【27】 

 

【中期計画：28（２－１）国際交流協定校との単位互換・認定制度の拡大をはじめ、海外留学等を目的

とした奨学金制度の拡充や、学生の海外留学・海外派遣を総合的に支援する組織・体制を充実させる

ことにより、平成３３年度までに、年間単位での海外留学・海外派遣学生数を４００人規模に拡充す

る。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ 海外大学・機関等とのネットワークの拡大や、国際交流協定校との単位互換・認定制度等に係る

取組を進めるとともに、学生の海外留学・海外派遣を総合的に支援するための奨学金等諸制度を引き

続き実施することにより、海外留学・海外派遣学生数を３５０人規模に拡充する。【28】 

 

【中期計画：29（２－２）国際交流協定校との交換留学制度等の留学生受入プログラムの拡大をはじめ、

修学や生活支援を担うチューター機能強化や日本語教育の充実、レジデンス機能強化、留学生を支援

する組織・体制等を充実させることにより、平成３３年度までに、年間単位での受入留学生数を５０

０名規模に拡充する。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ 引き続き、履修案内等各種資料の英語化やチューター制度の運用等により外国人留学生の修学や

生活支援に係るサポート体制を強化するとともに、国際交流協定締結校の拡充等により留学生受入プ

ログラムを充実することにより、受入留学生数を４１０人規模に拡充する。【29】 
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【中期計画：30（３－１）世界一線級アーティストを含む外国人教員をはじめ、海外大学での教育研究

活動歴を有する教員や海外での学位取得教員等について、平成３３年度までに２００人規模に拡充す

るとともに、教育研究に係る大学の意思決定に係る外国人教員の参画についての制度設計・運用体制

整備を進める。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

 ・ 引き続き、世界一線級アーティストを含む海外アーティスト等の誘致に係る協議を連携大学・機

関と行うほか、教員の海外派遣に係る制度の充実を進め、外国籍教員や海外大学での教育研究活動歴

を有する教員等について、総数を１８０人に拡充する。【30】 

 

【中期計画：31（３－２）教育研究体制を支援する事務組織のグローバル化を推進するため、外国人職

員をはじめ、海外での職歴を有する職員や海外大学での学位取得職員等数について、平成３３年度ま

でに２０名規模に拡充するとともに、ＴＯＥＩＣスコア７００相当以上の外国語運用能力を有する職

員数を８０％規模まで拡充する。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

 ・ 教育研究体制を支援する事務組織のグローバル化を推進するため、引き続き事務職員に対する語

学学習プログラムを企画・実施し、ＴＯＥＩＣスコア７００相当以上の外国語運用能力を有する職員

の割合を６５％に拡充する。また、外国人職員をはじめ、海外での職歴を有する職員や海外大学での

学位取得職員等を拡充する。【31】 

 

【中期計画：32（４－１）国際共同カリキュラムの実施レポート、シラバス等の教育情報、世界的に評

価の高い文化財保存・修復等の研究成果に関する情報、さらには教員や学生をはじめ、卒業生も含め

た本学関係者の国際的な活動状況や受賞・入賞実績等の成果を積極的に公開するとともに、多言語に

よる情報発信を段階的に進める。】 

［年度計画］ 

 ・ 引き続き、国際共同カリキュラムに関する活動レポートやシラバスをはじめとする各種教育情報・

実績情報等について多言語による発信を進める。【32】 

 

【中期計画：33（４－２）海外における教員・学生の制作・展示・公演等の活動について、平成３３年

度までに、年間単位での実施数を７０件程度とすることを目標とし、国際舞台における教育研究成果

の公開を推進する。また、海外連携大学・機関等との連携による、海外の芸術文化資源を活かした共

同プロジェクトや新興国等に対する芸術教育研究に係る総合的な支援等、国際的な芸術文化外交に資

する取組を推進する。】 

［年度計画］ 

 ・ 学生の海外留学・海外派遣を総合的に支援する組織体制・諸制度等の充実により、海外における

教員・学生の制作・展示・講演・国際学会等の活動を６０件以上実施する。また、ＮＩＣＡＳ（オラ

ンダ芸術科学保存協会）や大エジプト博物館保存修復センターとの連携をはじめ、海外の芸術文化資

源を活かした国際的な芸術文化外交を推進する。【33】 
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（２）附属学校に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：34（１－１）国際的に活躍する演奏家・作曲家を目指すため、高等学校として必要な一般

教科とのバランスを考慮しつつ、専門性に特化したカリキュラムを体系的に整備する。】 

［年度計画］ 

・ 高度な専門教育を継続し、総合的な早期音楽教育を実施するとともに、スーパーグローバルハイ

スクール（ＳＧＨ）として、①グローバル・プラクティス②グローバル・コミュニケーション③グロ

ーバル・キャリアの３つの取組について、ハンガリーでの演奏修学旅行や、言語・音声トレーニング

センターとの高大連携外国語教育等を実施し、グローバルリーダー育成のための教育研究をより一層

推進することとし、本年度は、①グローバル・コミュニケーションの強化（ALTによる英会話指導の

深化と、ドイツ語・フランス語集中講座の開始）、②地域連携（北区事業他）、③他校と共有できる教

育研究モデル作りと発信、の３点を重点的に進めていく。【34】 

 

【中期計画：35（１－２）附属高校における演奏活動の充実と向上を図るため、音楽学部との連携授業

（オーケストラ、室内楽、ソルフェージュ等）を積極的に実施し、有機的で密接な高大連携を実現す

る。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、すべての専攻において、大学各部会との積極的な連携を図りつつ、和声学においては

高大一貫型カリキュラムを実施するほか、オーケストラ、合唱、室内楽、ソルフェージュ、専攻実技

等の教育を行う。また、成績会議を前期・後期１回ずつ高大合同で行い、情報交換を緊密にし、それ

を日々の教育活動にフィードバックするＰＤＣＡサイクルにより教育の更なる充実を図る。【35】 

 

【中期計画：36（１－３）音楽学部の機能強化と一体となった高度な専門教育を行うため、音楽学部教

員はもとより、海外からの一線級ユニット誘致教員との連携の下に、より効果的な授業方法の開発と

研究を行う。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、音楽学部教員による専門教育に加えて、海外からのユニット誘致教員を招聘し、全校

生徒を対象とした公開レッスンを開催するとともに、専攻毎の生徒を対象にしたレッスンを実施する。

さらに、音楽学部開催のユニット誘致教員による特別講座への参加や聴講を行う。【36】 

 

【中期計画：37（１－４）高大連携を軸にした専門教育の研究成果を、国内はもとより海外の関係機関

との交流事業においても効果的に活用するとともに、研究紀要や研究会においても積極的に発信する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、国内における交流演奏会や地域連携コンサートを実施するとともに、９月にはハンガ

リーのリスト音楽院での演奏会などを実施する。また、高大連携を軸とした音楽教育の成果を、公開

実技試験、定期演奏会、研究紀要等を通して内外に積極的に発信する。また、上海音楽学院等、交流

のある海外校との連携強化について、校内委員会を通じて検討を行い具体化する。【37】 
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【中期計画：38（２－１）音楽学部の機能強化と一体となった学校運営を確立するとともに、学校評議

会等の学外からの意見を積極的に活用する。】 

［年度計画］ 

・ 附属高校の運営委員会において、音楽学部長や学部各科主任等も参加し、審議・運営を行う。ま

た、学外の学校評議員による学校評議員会を年２回開催するとともに、監事による監査を年１回実施

し、学校運営に関する客観的な指摘や意見を積極的に活用していく。【38】 

 

【中期計画：39（２－２）全国芸術高等学校長会や全国音楽高等学校協議会を通し、全国の芸術高校や

音楽高校の拠点校として、現代社会に適合した早期芸術教育の提案及びその実践を牽引する。】 

［年度計画］ 

・ 本年度１１月に全国音楽高等学校協議会の全国大会を本校で主催し、全国の音楽高校や音楽コー

スを持つ学校の拠点校として、ＳＧＨで実践してきた早期音楽教育モデル等を提示する。【39】 

 

 

（３）男女共同参画推進に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：40（１－１）学長の下に、男女共同参画推進をはじめとするダイバーシティな教育研究活

動、大学運営を推進するための組織を新設し、迅速な意思決定による人員配置や支援メニューの実行

等、機動性・即応性を活かした女性教職員支援を行う。また今後一層の飛躍が期待される女性教員（研

究員相当含む）の任用割合を、平成３２年度までに、概ね４５％まで増加させる。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、ダイバーシティ推進室を中心に、多様な研究環境の実現及び研究支援策の充実を図る。

また、女性教員（研究員相当含む）の任用割合を、平成３２年度（２０２０年度）までに概ね４５％

となることを目標に、女性の活躍促進に向けた学内の意識醸成を進める。【40】 

 

【中期計画：41（１－２）男女の機会均等を実現し、ダイバーシティな大学の管理・運営の実現に向け

ての施策・方針決定へ参画を拡充するため、女性上位職の割合を、平成３２年度までに、概ね２５％

まで増加させる。】 

［年度計画］ 

・ 平成３２年度（２０２０年度）までに女性上位職の割合に係る目標を達成するため、女性のキャ

リアアップや自己啓発へ向けた研修等を計画・実施する。【41】 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：42（１－１）学長のリーダーシップの下、本学における大学改革・機能強化戦略を機動的

に展開するため、学長裁量経費として毎年度２億円規模で確保し、大学改革や機能強化に資する戦略

事業等に重点支援することにより、教育研究組織等の再編成や学内資源の再配分を戦略的・重点的に

推進する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、学長裁量による予算を２億円規模で確保し、大学改革や機能強化に資する戦略的事業

等に重点支援を行う。【42】 

 

【中期計画：43（１－２）学長のリーダーシップを強化するため、芸術系大学の特性を踏まえた大学経

営を牽引するマネジメント人材の獲得・登用や計画的育成により、学長補佐体制やマネジメント機能

等を総合的に拡充するとともに、大学の機能強化戦略や経営力強化戦略等に係る企画立案等ＩＲ機能

を担う組織である戦略企画インテリジェンスの機能を強化することとし、監事や経営協議会外部委員

等からの意見等を十分に踏まえた上で情報分析や検証等を総合的に行い、その結果を基に機能強化戦

略を策定することにより、学長主導の下、機動的・戦略的な大学運営を推進する。】（戦略性が高く意

欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ ＩＲ担当組織を中心としてＥＢＰＭ（Evidence Based Policy Making）を推進し、大学経営力強

化の基盤となる情報の収集及び分析を行い、その結果や監事及び経営協議会外部委員等からの意見等

に基づき、学長のリーダーシップの下、大学運営を機動的・戦略的に行う。【43】 

 

【中期計画：44（１－３）分野横断型教員組織である芸術研究院の戦略的な体制強化を図るため、学長

主導による教員選考を行うとともに、部局長についても学長が直接選考するなど、組織運営・ガバナ

ンス機能を強化する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、学長のリーダーシップの下、部局長の選考や教員組織「芸術研究院」における教員選

考を学長主導により着実に実施し、組織運営・ガバナンスの強化を図る。【44】 

 

【中期計画：45（２－１）国内外の傑出した人材獲得を推進する観点から、人事・給与システムの弾力

化に取り組むため、年俸制やクロスアポイントメント制度の導入を促進し、平成３１年度までに年俸

制適用教員数を５０人まで拡大するとともに、適切な業績評価システムを確立させる。また、優れた

若手教員を確保するため、新たにテニュアトラック制度を導入し、卓越した若手人材の戦略的獲得に

努める。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

・ 年俸制及びクロスアポイントメント制度の適用を促進し、年俸制適用教員数を５０人にまで拡大

するとともに、適切な業績評価システムを確立する。また、若手教員の雇用促進に係るインセンティ

ブ制度の導入やテニュアトラック制度による雇用の推進により、若手人材の獲得に努める。【45】 
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２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

【中期計画：46（１－１）グローバル人材育成機能の強化・充実を図るため、平成２８年度に国際芸術

創造研究科アートプロデュース専攻を新設するとともに、既存研究科に新専攻を設置する。さらに、

グローバル展開戦略を加速度的に推進するため、国際芸術創造研究科新専攻の段階的整備を行う。】 

［年度計画］ 

・ 大学院国際芸術創造研究科アートプロデュース専攻博士後期課程について、設置計画を着実に履

行するとともに、グローバル展開戦略の更なる推進に向けて、新たな教育研究組織の整備等について

検討を進める。【46】 

 

【中期計画：47（１－２）学長のリーダーシップの下、機能強化及び学内資源の再配分の両面から、既

設の学内センター等基盤組織編制の見直しを行い、機動的・戦略的な組織体制の整備を図る。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に学内センター等の編成見直しにより創設した、学長をトップとするアートイノベ

ーション推進機構について、機動的・戦略的な運営を行う。また、平成２９年度に設置した「早期教

育リサーチセンター」について、その成果の検証・評価を行うとともに、引き続き、学長のリーダー

シップの下、既設の基盤的組織等の機能について検証し、最適化を進める。【47】 

 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：48（１－１）複雑化・高度化する業務に対応できる職員を育成するため、計画的な研修を

はじめ幅広いＳＤを実施する。また、グローバル化の進展に対応するため、平成３３年度までに、Ｔ

ＯＥＩＣ７００点以上（相当試験を含む）の事務職員の割合を全体の８０％規模まで拡充させる。】 

［年度計画］ 

・ 複雑化・高度化する業務に対応できる職員の育成を目的とした事務職員研修を企画・実施すると

ともに、東京大学、東京工業大学、お茶の水女子大学、一橋大学及び本学による、各大学間における

「職員の人材流動及び人材育成のアライアンスに関する協定」に基づく他大学主催の研修を積極的に

利用する。また、事務職員に対し語学学習プログラムを提供し、ＴＯＥＩＣスコア７００相当以上の

外国語運用能力を有する職員の割合を６５％に拡充する。【48】 

 

【中期計画：49（１－２）大学の機能強化戦略や経営力強化戦略等と連動した、事務業務全般に係る点

検・見直しを毎年度実施するとともに、大学経営を担うマネジメント人材の獲得・登用や計画的育成

を推進することとし、平成３０年度までに、事務体制や雇用形態を含めた業務改善アクションプラン

を作成し、同プランに基づいた効率化等マネジメント改革を戦略的に推進する。】 

［年度計画］ 

 ・ 引き続き、事務業務全般に係る点検・見直しを行うとともに、平成３０年度に抽出・整理した中

期目標・計画に係る潜在的な課題や、会計業務の効率化に係る学内調査の結果等を踏まえ、業務改善・

マネジメント改革を推進する。【49】 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：50（１－１）科研費、政府や各種の財団研究費等、競争的研究資金の公募に対して積極的

に申請するとともに、申請に係る事前準備等を徹底することにより、採択率、採択件数の増加を図る。

また、受託関連事業・研究においては、芸術分野の強み・特色を発揮し、前期最終年度受入額に対し

て、今期最終年度には３％増を達成する。】 

［年度計画］ 

・ 科研費、政府や各種財団の研究費等、競争的研究資金の公募に対し、事前準備等のサポートの充

実を図りつつ積極的な申請を行うとともに、受託研究・受託事業等の受入促進に係るインセンティブ

制度や、クラウドファンディング等の多様な研究費獲得支援策を引き続き実施する。【50】 

 

【中期計画：51（１－２）藝大基金については、グローバル展開や地方創生等、大学の機能強化に係る

諸活動と有機的に連動した渉外活動を戦略的に展開し、毎年度２億円以上の獲得を達成する。】 

［年度計画］ 

・ 本学ＷＥＢサイトの充実をはじめとするブランディング広報を積極的に展開し、大学の諸活動を

積極的に発信することで社会的関心を高めるとともに、戦略的な渉外活動を行い、２億円以上の寄附

金を獲得する。【51】 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：52（１－１）大学の機能強化戦略と連動させた事務体制の見直しや業務運営の効率化等（ア

ウトソーシング、ＩＴ化、他大学等との共同調達等）を計画的に行うことにより、毎年、対前年度額

比２％以上の削減を行う。】 

［年度計画］ 

・ 事務体制の見直しや業務の効率化等を計画的に進めることにより、事務局予算について、平成３

０年度比で２％以上の削減を実施する。【52】 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：53（１－１）藝大基金の獲得等を通じた資金拡充を図るとともに、余裕資金の運用に関し

ては、安全性を配慮した上で、ＰＤＣＡサイクルを活かした不断の見直しを行うこととし、社会情勢

や経済状況等を適時適切に踏まえつつ、戦略的・効果的な運用を行う。】 

［年度計画］ 

・ 余裕資金に関しては、社会の動向を踏まえ、引き続きファンド等の金融商品を検証しつつ、戦略

的・効果的に運用を行っていく。【53】 

 

【中期計画：54（１－２）施設等資産については、現在最適化されている利活用状況を更に充実させる

べく、毎年度点検・評価を行うとともに、維持管理コストも勘案しつつ、保有資産の価値・機能が最

大限発揮されるよう効果的、戦略的な利活用を推進する。】 

［年度計画］ 

・ 施設の利活用状況の点検等を実施するとともに、維持管理コストの最適化に向け「東京藝術大学

インフラ長寿命化計画」に基づく運用を進める。また、土地及び建物の有効活用については、平成３

０年度の検討結果を踏まえ、対応方策の具体化に向けた取組を開始する。【54】 
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Ⅳ  自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：55（１－１）本学を含めた世界の芸術系大学の強み・特色を明確化する為のブランディン

グシステムについて、国内外の芸術系大学や評価関係機関と連携して制度設計を行い、平成２９年度

より試行的評価を開始するとともに、試行結果を踏まえた検証・見直しを行い、平成３１年度を目途

に本格実施に移行する。】（戦略性が高く意欲的な計画） 

［年度計画］ 

 ・ 芸術系大学の相対的な強み・特色等を明確化する指標となるブランディングシステムについて、

これまでの取組結果を活用した自己点検・評価を行い、戦略的な広報活動（ブランディング広報）に

繋げる。【55】 

 

【中期計画：56（１－２）戦略企画インテリジェンスユニットを中心とするＩＲ機能の一環として、毎

年度の中期計画の達成状況や平成２９年度受審予定の機関別認証評価結果を効率的に評価・検証し、

実績報告書等を取りまとめるとともに、評価結果を踏まえた機能強化戦略策定を行う。】 

［年度計画］ 

・ 中期計画の達成状況について、定期的な確認・分析を実施するとともに、これまでに抽出された

課題を踏まえ、業務改善・マネジメント改革を推進する。また、平成２９年度に受審した機関別認証

評価結果を踏まえて策定した改善計画に基づき、教育研究環境等の充実に向けた取組を着実に実施す

る。【56】 

 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：57（１－１）本学における国際広報を含めた情報発信機能の抜本的強化を図るため、特に

本学ウェブサイトやソーシャルメディアサイトの充実や多言語化等を推進するとともに、情報発信体

制を整備する。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に整備した体制により、本学ＷＥＢサイトの充実をはじめとする、本学の強み・特

色・魅力を積極的に発信するブランディング広報を展開するとともに、情報発信機能や多言語対応等

の更なる強化策について検討を進め、計画的に整備・導入する。【57】 

 

【中期計画：58（１－２）ブランディングシステムの一環として、教員及び学生の教育研究成果や大学

の活動状況・実績等について、本学の情報発信機能や国内外へのネットワーク基盤を最大限に活用し、

広く社会に発信する。】 

［年度計画］ 

・ ブランディングシステムの一環として、教員及び学生の教育研究活動の成果や本学の大学改革等

に関する情報のみならず、本学の多様な取組や社会との関わりについて、ＳＮＳ等効果的な広報媒体

を活用し、広く発信する。【58】 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等及び安全管理に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：59（１－１）大学の機能強化はもとより、学生等の安全管理に最大限配慮しつつ、学長の

トップマネジメントの下で策定されるキャンパスマスタープラン等に基づく施設整備を実施するとと

もに、高効率設備機器への更新を推進することで省エネルギー化を図り、上野校地においては基準年

平均値から１７％のＣＯ２削減を実施する。なお、キャンパスマスタープラン等の施設整備方針・計

画等に関しては、本学が掲げる機能強化戦略の進捗状況や成果等を踏まえつつ不断の見直しを行いな

がら充実を図るとともに、国の財政措置を踏まえつつ、寄附金等の多様な財源を確保し計画的・安定

的に推進する。】 

［年度計画］ 

 ・ キャンパスマスタープランに基づき国際交流拠点の整備を進めるとともに、第４期中期目標・計

画期間に向けて見直し等を行う。また、「東京藝術大学インフラ長寿命化計画」に基づく「東京藝術

大学施設基盤強化緊急対策」として、安全対策・法令適合・予防保全対策等を着実に実施しつつ、大

学美術館ＥＳＣＯ事業のモニタリング等により、省エネルギー化を推進する。さらに、助成金や寄附

金、補助金等の活用を進めることにより、施設整備のための財源を充実させる。【59】 

 

【中期計画：60（１－２）大学の機能強化戦略と連動した本学キャンパスの創造的再生に向けた｢上野

キャンパス創造的再生プロジェクト計画｣について、上野「文化の杜」新構想やグローバル展開等の

機能強化戦略等の方針もと、国の財政措置を踏まえつつ、寄附金等多様な財源確保や保有資産の活用・

見直し等により、計画的・安定的な整備を推進することとし、平成３０年度までに事業を完了させる。】 

［年度計画］ 

・ 平成３０年度に創造的再生を完了した国際藝術リソースセンター及び藝大アートプラザ等との連

動も含め、上野キャンパスを縦断する都道周辺の環境整備については、引き続き多様な協力・参加を

得て実施する。また、隣接する上野公園内の整備充実に協力するなど、上野「文化の杜」新構想等も

踏まえ、関係する自治体・地域・機関との連携を進める。【60】 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：61（１－１）教職員の安全衛生意識を向上させるため、第２期中期目標期間で整備したリ

スクアセスメントマニュアルを検証し必要な見直しを図るとともに、労働安全衛生マネジメントシス

テムの導入に向けた基盤整備を計画的に行う。】 

［年度計画］ 

・ 安全衛生委員会において安全管理指針を改訂し、学内での周知や研修の実施により、教職員の安

全意識の向上を図る。また、引き続き学内で発生した事故の情報集約を進め、事故の未然防止のため

のリスクアセスメントを徹底する。【61】 

 

【中期計画：62（１－２）毒物及び劇物などの危険有害物の適正管理を徹底するほか、平成２９年度ま

でに学生等に係る危機管理体制を検証し必要な見直しを図るとともに、学生等に対する危機管理教育

を実施する。】 

［年度計画］ 

・ 安全衛生委員会において、事故に係る情報の集約を進め、蓄積されたデータを元に、学生等に対

する危機管理教育や、事故の未然防止のための危機管理に関する周知活動を行う。【62】 
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３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

【中期計画：63（１－１）教職員の法令遵守に関する意識向上を図るため、法令遵守に係る周知徹底及

び研修会等を毎年実施し、全ての教職員に対して受講を義務づけるとともに、監事監査等においても

法令遵守への対応状況を随時確認する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、教職員の法令遵守に関する意識向上を図るため、パンフレット等を活用した周知徹底

及び外部専門家の招聘等による研修会等を実施する。また、監事監査においては、総括責任者等に法

令遵守に関する取組状況を確認するとともに、必要に応じて指導等を行う。【63】 

 

【中期計画：64（１－２）教職員の情報セキュリティに対する意識向上を図るため、情報セキュリティ

ポリシー等に基づき、教職員はもとより、学生も対象とした研修会等を毎年実施することとし、全て

の教職員に対して受講を義務づけるともに、監事監査等においても対応状況を随時確認する。】 

［年度計画］ 

・ 教職員及び学生に関しては、ｅラーニング等を利用し、情報セキュリティ及びリテラシー意識の

向上を図る。情報セキュリティに関する取組は、情報戦略統括室と関連部局が連携するとともに、東

京藝術大学情報システム緊急対応チームを通じて全学にセキュリティ指導等を行う。とりわけ２０２

０年に向けて日本全体に対するサイバー攻撃の増加が警告されていることから、情報セキュリティ委

員会において学内の情報セキュリティ及び情報戦略などを審議し、大学全体の情報セキュリティレベ

ルの向上や対策・対応体制の拡充を図る。【64】 

 

【中期計画：65（１－３）寄附金に係る機関経理の徹底はもとより、公正な研究活動や研究費の適正な

執行を推進するため、研究活動等に係る法令遵守のガイドブック等を作成し、周知徹底するとともに、

教職員はもとより、学生も対象とした研修会等を毎年実施することとし、全ての教職員に対して受講

を義務づけるとともに、監事監査等においても対応状況を随時確認する。】 

［年度計画］ 

・ 引き続き、公正な研究活動や研究費の適正な執行を推進するため、研究活動等における研究者倫

理を定めたガイドラインを周知徹底するとともに、教職員はもとより学生も対象とした研修会を実施

する。また、監事監査においては、総括責任者等に研究活動や研究費の不正防止に関する取組状況を

確認するとともに、必要に応じて指導等を行う。【65】 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

１，２００，０５９千円 

 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れること

が想定されるため。 

 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画はない。 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は一部を、文部科学大臣の承認を受けて、教育

研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

 

施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

・（上野）体育館改修 

・（上野他）災害復旧事業 

・（千住）基幹・環境整備（ブロッ

ク塀対策） 

・小規模改修 

総額 

170 

施設整備費補助金 （149百万） 

 

（独）大学改革支援・学位授与機

構施設費交付金  （22百万円） 

注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や， 

老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。  
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２ 人事に関する計画 

（１）教員の任期制 

東京藝術大学における教育研究の活性化を図るとともに、社会に対して本学の教育研究水準の質

的保証を図る観点から、任期制により大学教員を採用し、任期更新時に教員の評価を確実に実施す

る。 

（２）専門性のある事務職員の育成 

高等教育機関としての専門的な業務に対応できるよう、高度な専門性をもった職員の育成に努め

る。 

（３）事務職員の研修計画 

   職員の能力開発や意識向上を図るため、東京大学、東京工業大学、お茶の水女子大学、一橋大学

及び本学による、各大学間における「職員の人材流動及び人材育成のアライアンスに関する協定」

に基づく他大学主催の研修も積極的に利用しつつ、次の職員研修（外部研修を含む。）を実施する。 

１）新規採用者研修 

２）階層別研修 

３）専門性研修 

（４）職員の人事交流 

     他機関との人事交流を行い、職員の意識改革を図る 

（５）弾力的な人事・給与システムの導入 

   国内外からの卓越した人材を獲得するため、年俸制、クロスアポイントメント制度による雇用を

促進するとともに、テニュアトラック制度の活用等により、優秀な若手人材の獲得に努める。 

 

 

（参考１） 平成３１年度の常勤職員数 １１７人 

また、任期付き常勤職員数の見込みを２７４人とする。 

（参考２） 平成３１年度の人件費総額見込み ４,７０９百万円（退職手当は除く） 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１．予 算 

平成３１年度 予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 補助金等収入 

 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

 自己収入 

   授業料、入学金及び検定料収入 

   財産処分収入 

   雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

   

計 

       

４,９５８ 

                １４９ 

        １２５ 

         ２２ 

       ２,２４７ 

       ２,０６８ 

          ０ 

        １７９ 

        ６８２ 

 

       ８,１８３ 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

施設整備費 

補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 

計 

       ７,２０５ 

      ７,２０５ 

         １７１ 

          １２５ 

        ６８２ 

 

       ８,１８３ 

 

［人件費の見積り］ 

  期間中総額４,７０９百万円を支出する。（退職手当は除く） 
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２．収支計画 

平成３１年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

８,１２５ 

       ７,６００ 

       ２,２２４ 

    ３６８ 

７１ 

３,９０８ 

              １,０２９ 

        ２８６ 

          ２ 

          ０ 

        ２３７ 

          ０ 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

受託研究等収益 

補助金等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

 

 

８,１２５ 

       ４,９１３ 

       １,６２０ 

        ２６４ 

         ９８ 

        ３６８ 

        １２５ 

        ３２１ 

    １ 

        １７８ 

        ８８ 

         ８３ 

         ６６ 

          ０ 

          ０ 

          ０ 

         ０ 

         ０ 
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３．資金計画 

平成３１年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料、入学金及び検定料による収入 

受託研究等収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

 

     １１,９６２ 

       ７,８９２ 

        ２９２ 

          ０ 

       ３,７７８ 

 

     １１,９６２ 

       ８,０１３ 

       ４,９５８ 

            ２,０６８ 

        ３６８ 

        １２５ 

        ３１１ 

        １８３ 

        １７１ 

        １７１ 

          ０ 

           ０ 

            ３,７７８ 
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別表（学部の学科、研究科の専攻等） 

 

美術学部 

 

 

 

 

 

 

 

音楽学部 

絵画科     ３２０人 

彫刻科      ８０人 

工芸科     １２０人 

デザイン科   １８０人 

建築科      ６０人 

芸術学科     ８０人 

先端芸術表現科  ９６人 

 

作曲科      ６０人 

声楽科     ２１６人 

器楽科     ３９２人 

指揮科       ８人 

邦楽科     １００人 

楽理科      ９２人 

音楽環境創造科  ８０人 

美術研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

絵画専攻    １００人 

うち修士課程１００人 

博士課程  ０人 

彫刻専攻     ２６人 

うち修士課程 ２６人 

博士課程  ０人 

工芸専攻     ５２人 

うち修士課程 ５２人 

博士課程  ０人 

デザイン専攻   ６０人 

うち修士課程 ６０人 

博士課程  ０人 

建築専攻     ３６人 

うち修士課程 ３６人 

博士課程  ０人 

芸術学専攻    ４２人 

うち修士課程 ４２人 

博士課程  ０人 

先端芸術表現専攻 ４４人 

うち修士課程 ４４人 

博士課程  ０人 

グローバルアートプラクティス専攻 ３６人 

うち修士課程 ３６人 

博士課程  ０人 
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音楽研究科 

文化財保存学専攻 ６６人 

うち修士課程 ３６人 

博士課程 ３０人 

美術専攻     ７５人 

うち修士課程  ０人 

博士課程 ７５人 

 

作曲専攻     １４人 

うち修士課程 １４人 

博士課程  ０人 

声楽専攻     ２４人 

うち修士課程 ２４人 

博士課程  ０人 

オペラ専攻    １６人 

うち修士課程 １６人 

博士課程  ０人 

器楽専攻     ９０人 

うち修士課程 ９０人 

博士課程  ０人 

指揮専攻      ６人 

うち修士課程  ６人 

博士課程  ０人 

邦楽専攻     １８人 

うち修士課程 １８人 

博士課程  ０人 

音楽文化学専攻  ５８人 

うち修士課程 ５８人 

博士課程  ０人 

音楽専攻     ６５人 

うち修士課程  ０人 

博士課程 ６５人 

映像研究科 映画専攻     ６４人 

うち修士課程 ６４人 

博士課程  ０人 

メディア映像専攻 ３２人 

うち修士課程 ３２人 

博士課程  ０人 

アニメーション専攻 ３２人 

うち修士課程 ３２人 

博士課程  ０人 

映像メディア学専攻 ９人 

うち修士課程  ０人 

博士課程  ９人 
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国際芸術創造 

研究科 

アートプロデュース専攻 ３０人 

うち修士課程 ２０人 

博士課程 １０人 

別科 ４０人 

音楽学部附属 

音楽高等学校 

１２０人 

学級数 ３ 

 

 

 


